
   新潟市教育委員会職員カスタマーハラスメント対策要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、職員へのカスタマーハラスメントに対し、組織として毅然と対応す

ることにより、当該職員を守るとともに、行政サービスを適正に提供し、もって公務の

円滑な運営を確保することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 （１） 職員 新潟市教育委員会の職員 

（２） カスタマーハラスメント 行政サービスの利用者等からのクレーム・言動の 

うち、要求内容の妥当性に照らして、要求を実現するための手段・態様が社会通念 

上不相当なものであって、当該手段・態様により職員の勤務環境が害されるものを 

いう。 

 （職員の責務） 

第３条 職員は、行政サービスの利用者等から寄せられた要望や意見に対しては、丁寧か

つ真摯に対応するものとする。 

２ 職員は、カスタマーハラスメントを受け、又はそのおそれがあると認めたときは、速

やかに所属長に報告・相談するものとする。 

（所属長の責務） 

第４条 所属長は、カスタマーハラスメントを防止するため、必要な措置を講じるよう努

めるとともに、職員からカスタマーハラスメントに関する報告・相談があったときは、

組織として適切に対応するとともに、速やかに被害を受けた職員に対する配慮のための



措置を適正に行うものとする。あわせて、必要に応じて事案の内容や対応経緯を記録

し、個人情報の取扱いに留意して関係部門に共有するなどし、再発防止に向けた措置を

講ずるものとする。 

（研修） 

第５条 各所属長は、カスタマーハラスメントに対し、職員が適切に対応できるようにす

るため、必要な研修を実施するよう努めなければならない。 

（プライバシーの保護） 

第６条 カスタマーハラスメントに関する苦情又は相談の処理に関与した職員は、その処

理に当たっては、申出人及び関係者のプライバシーを保護しなければならない。 

（不利益取扱いの防止） 

第７条 カスタマーハラスメントに関する苦情又は相談の処理に関与した職員は、カスタ

マーハラスメントに対する苦情相談の申出又は事実関係の協力などを理由として、職員

に対し、不利益な取扱いをしてはならない。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、カスタマーハラスメントの防止等に関し必要な事

項は、教育長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年１０月１日から施行する。 


